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９月定例会が開会しました ！ 

さいたま市議会９月定例会は、９月２日から１０月１６日の４５日間の日程で開催されています。 

９月定例会は決算議会ともいわれるように平成２６年度決算の審査がメインとなるわけですが、私も今期

設置されたばかりの「企業会計予算決算特別委員会」の副委員長を務めておりますので、平成２６年度  

病院事業、水道事業、下水道事業の３企業会計の決算について、適正に事業が執行されたのか？無駄使い

はなかったのか？など市民視線に立って厳しくチェックしてまいります。 

 また、6 月定例会から閉会中の継続審査となっていました「浦和斎場への指定管理者制度を導入する議

案」につきましては、指定管理を受ける浦和総業(株)の公益法人化も含めた組織改革案が示されたことに

より、これまで以上に市民サービスの向上につながることが期待できることから、賛成多数により可決さ

れました。来年 4月から浦和斎場の指定管理者として引き続き浦和総業(株)が管理運営することとなりま

す。 
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保健福祉常任委員会  委員 

企業会計予算決算特別委員会  副委員長 

政治倫理特別委員会  副委員長 

見沼田んぼ将来ビジョン特別委員会  委員 

≪平成２７年度補正予算の特徴≫ 
 
１．福祉の充実 

・高齢者の健康増進や生きがいづくりを推進するため、宝来グラウ

ンド・ゴルフ場の整備工事に着手します。 

 

・介護老人福祉施設の待機者の解消及び地域密着型のサービス基盤

の確保のため、地域密着型介護老人福祉視閲の開設準備に要する

経費等の一部を助成する。 

 

・保育所等利用待機児童の解消にため、賃貸物件を活用して保育所

を整備する事業者に、補助金を交付する。 

 

２．安全・生活基盤の強化 

 

・大宮区役所新庁舎の整備を PFI-BTO 方式で進めるため、設計・施

工、管理運営、県大宮合同庁舎の解体工事の発注を行う。 

 

・3 人乗り電動アシスト自転車の正しい利用方法の普及啓発を図る

ため、3 人乗り電動アシスト自転車の貸出しを継続して行う。 
 

http://sakamoto-katsumi.net/


議案に対する質疑に臨む！  

本会議２日目の９月３日、私は会派を代表して市長提出議案に対する質疑を行いました。 

 

議案第１３９号 

さいたま市図書館条例の一部を改正する条例の制定について 

（大宮区役所新庁舎整備に伴う大宮図書館移転整備を踏まえ、 

図書館の管理を指定管理者に行わせるため条例改正） 

１． 図書館協議会の答申を踏まえ、 

導入に至るまでの検討プロセスについて伺う 

２． 図書館機能は指定管理後も担保できるのか？ 

３． 指定管理導入により期待される効果は？ 

４． 今後、すべての図書館に指定管理の導入を考えて 

いるのか？ 

 

議案第１３５号 

平成２６年度さいたま市一般会計及び特別会計歳入歳出決算の認定について 

１． 臨時財政対策債については、後に全額交付税措置されるというものだが、市債残高の約４４%

を占めており、増加の一途をたどっています。この状況について見解を求める。 

あわせて今決算の特徴について伺う。 

 

さいたま市平成２６年度決算状況について 

〔一般会計〕 

歳入決算額 ４６１８億９千８百万円（前年比 3.3％増）  

歳出決算額 ４５０３億７千５百万円（前年比 4.3％増） 
 

平成２６年度は、歳入の根幹をなす市税が増収となるも、社会保障関連経費等が増加する中、「しあ

わせ倍増プラン 2013」と「さいたま市成長戦略」を推進する事業に予算を重点配分し、本市の強みと

他都市にない優位性を活かした取り組み行うとともに、徹底した行財政改革を実施しました。 

 

〇歳入の主な特徴 

・ 歳入の根幹をなす市税収入は、個人市民税の増、法人市民税の増、固定資産税の増、都市計画税の

増等により５９億９１百万円（2.7％）の増となった。 

 

〇歳出の主な特徴 

・ 民生費は、国民健康保険事業特別会計への繰出金、臨時福祉給付金給付事業、子育て世帯臨時特例

給付金給付事業、自立支援給等事業、民間保育所等雲影事業、介護保険事業特別会への繰出金の増

等により128億 82百万円（17.4％）の増となった。 

 


